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戦力の保持を禁止した ï~本国憲法」第 9 条とは相反し，現在のわが国には，
陸海空3軍が存在し i擬装セラレタノレ」寧隊=自衛隊の必要とする軍需品は，







































金額 1% 金額LI¥金額i%金額 1時 金額|枯金額 1出金額 1%
武 器 6.7. 2.8 11.9 3.4 17.3 4.4 17.7 3.9 35.7 6.4 67.8 12.6 66.1 5.5 伝9.111.7 
電気通信 19.7 8.2 4.6.5 13.3 23.9 60 58.5 12.9 43.3 7.8 62.1 11. 5 92.9 77 83.6 14.1 
壊 品 12.1E 19.2 5 9.3 2.4. 8.9 2.0 10.8 19 14.0 2.6 17.1 15 10.7 18 
織 維 27.011.3 38.1 10.9 21. 6 5.5 21. 1 4.6 2.5 4.6 23.8 4.4 23.7 2. .0 23.0 3.9 
皮 卒 4 1.9 色 1 5 1 5.7 1. 3 4.2 。8 5.8 1.1 5.2 0.3 10.8 1.8 
化学衛生 1.5 。.6 1.8 0.5 1.2 0.3 1.2 0.2 1.2 。2 1.0 0.2 1.1 47 0.8 
糧 食 18 0.9 2.8 0.8 2.5 0.6 2.6 0.6 2 05 3.1 0.6. 3.1 3.3 且5
燃 料 30.512.7 39.8 11.4' 50.9 12.9 57.8 12.7 83.9 15，1 80.3 14.9 87.8 7.3 96.3 16.2 
機 械 9.6 4.0 25.5 7.3 17.7 4.5 9.5 2.1 7.71 14 a 1 5. 1 0.2 8.4 1.4 
船 舶 92.238.5 63.3 18. 2 83.1 21. 1 71. 3 15.7 30.3 14.5 81.5 15.1 51. 7 4.3 52.2 8.8 
航空機 20.0 8.3 69.4 19.9 151. 9 38.4 176.6 8-9 矢島，!'i942.5 175.2 '32.6 836.6 ~9. 2 197.5 3.3 




計 12泊 711回 1348市川間 11帥 1制 *凹 15日4叩 537.5 帥 1.拙"， 001問中田
(QSP) 
南os極p巳観且測1f 66.4 
総 計 1239オ 13岨41国51 i四 31 |同41間51 11拙41 593 21 
注 1) 需品には，輸送役務，賃費借を含むe
2) 銃砲弾ー化学の43牢度分は，武器需品等にふくまれ Cいる。 43，44年産は「日本の安
資料， w防衛庁調達実施本部十年史.ll48ペー出 『調達実施本部の概況，昭和41年度.ll24ベー ジ，
経済発展にお叶る軍需生産申役割について (427) 5 
調達実績表 〈単位億円)
37[38l39140141142i48144 
金額 1% 金額%金額f%金額税金額 1叫金額|叫金額 1匹金額|明
104.0 12.8 209.6 25.4 117.4 13.7 187.4 16.7 173.1 15.9 291. 8 19.0 854.1 39.2 115.5 5.1 
102.4-12.6 105.7 12.8 251. 9 29.9 166.0 14.8 10&.9 9.8 210.0 13.7 187.3 B.6 363.0 16.0 
11. 7 1.4 22.9 2. s:24.1 2.8 17. 5 1.5 39.1 3.6 41.9 2.7 47.4 2.2 45.6 2.0 
24.413 25.6 3.1 26.0 3.0 28.5 2.5 26.8' 2.9 27.8 1.3 28.3 1.3 27.6 1.2 
12.1 1.5 53 06 6.0 07 1:l. :l 1.2 
4.8 0.6 5.5 0.7 5.5 0.6 5.' 0.5 
3.7 0.5 3.9 0.5 4.4 0.6 5.5 0.5 
102.1 12 100 122 222 10.7， 94.5. a 102.7. 9.4 102.3 6.7 103.9 4.8 99.7 4.4 
10.1 1.2 10.9 L3 16. 1 1.9 12.0 1.1 10.6 1.0 15.7 1.0 13.7 0.6 17.5 0.81 
78. 7 9.6 90.6 11.0 94.9 11. 1 129.1 11.5 119.6 11.0 137.3 9.0 107.3 4.9 215.3 9.5 
245.6 30.2 224.7 27.3 198 5 23.3 424.9 37.8 259.3 23.8 424.5 27.6 361.8 16.6 1.017.8 5.0 
113.0 14.0 19.0 2.3 18. 5 2.2 3B.9 3.5 64.0 5.7 88.3 5.7 99.0 4.5 109.0 4.8 
92.0 4.1 
32.3 2.1 93.4 4.3 19.5 0.9 




〔南極〉 YM偲門主 (FMS)I I(FMS) 16. 9 1 11.0.4 月 ~I ~9.fil 1. 7 
|凪1.41 1 886. 91 1，1叫 1 '，卿~ l'臼叫 2，1別 '1 12，拙4
全保障J1970版。
42年度は『日米安全保障体制史Jl， 43， 44年度は『日本目安全保障.!l197明正による。





第 1 次防衛力整備計画 (1958~19剖年〕にはじまる軍事力拡充計画.，により，


















汰案を作品した， おなじく 5月には，軽団連防衛生産委員会もまた，財界案として， 総額2兆
9，000億円にのぼる防桶生産8カ年計1画を作成している。 6月には「第l1iz案をきそに，瑚聞を
1954.....58午の5カ年にくぎった第2故案が作成Jされ. rそれ以降各種の棄が逐次作成されたが，
1955年 4 月に新長期経済計画と調整のうえ，第10次案のく4)が乍成された。 JC同上~， 134ペー ジ〉
ζの案では，計画期聞は1955年から1960年の 6;，年とし，兵力量および経費は つぎのとおりで































業， トヨタ自動車， J 1島播磨重工業， 川崎航空機，弓士重工業〕の1962年度の軍需品
生産高は， 47，302百万円，比率56.3%となっており，さらに上位10社〔上記5社
十三菱日本重工業，三委電機，日本電気，新明和工業，日産ディーゼノレ〕では， 1962年











8 (430) 第 109巻第4.5・6号
〔第2表〕生産高集中度 〔単位 100万円)
1拙年度 | 1966年度
上位5社生産品計 (叫 47，302 58，512 
上位10社生産高計(同 58，408 76，531 
軍需5部門生産高 [i剖9626年度8723社J(，。 105，710 111，704 
CjA. % 56.3 52.38 















































13) i防衛生産委員会特報JNo. 1030 





10 (432) 第 109巻第4・5・6号
防 (r中曽根原案J)では3.3%(1，7ω億円〕となれ 4次防は金額にして 3次防の
3.5倍となっている。 1項目当り最大開発費は 2次防では50億円であったが，
3 次防では100億円と倍増し 4 次防では250~350億円となり， 3次防の 2.51""-.J
3.5倍と急増している問。また，試作，委託 1件当り平均経費も急速に増大し，
2次防では， その最終年度に試作1件当り 6，1ω万円であったが 3次防最
終年度には約3倍の18，760万円，委託費は 1件当り， 1，740万円が 13，420万円と
約 8倍になっている。(第3表参照〕開発規模の大型化にともない，今後この傾
〔第3表〕 試作，委託1件当り平均経費 〔単位 100万円〕
調一」 |! 第 2次防期間 l| 第 8次防期問
1叫蜘 1蜘叫 1附附叫 1剖911970|1971
試作 110.5117.9 山 26.2山 161.61 73.7 1回 5110291臼 61i肝












18) 松井宗明，研究開発20年の歩みと今後四課E耳 「国防」昭和46年11月号.， 101ページ。
4故防では PX-L (対潜哨戒構)の開発費35C億円， HX(次期ム、リコプタ ) 220rv回0自主門，
SSM (艦対艦ミ+イル)150億円，電子機器由開発30億円が予定されてし、る。
19) r防衛生産委員会特報JNo. 125-0 






〔第4表 AJ 工業生産にしめる軍需生産の比率 〔単位 1田万円)
年度|防衛庁国内調達馴| 特需額(同
|由|一|品
94，2130 3〕 25，869 |ω|同訓〔日7
119，775 8，922 | 山町 22，714，0加 I0.6 (93，055) 
151，519493 〕
(111 9，848 161，041 26，637，942 
126，430 15，269 141，699 28，182，683 0.5 (136ヌ06)
(12389，13459 1〉 19，419 147，568 32，638，807 
〔1855，9279〕 17，004 172，303 
(1Z5452，44764 〉 15，315 170，789 43，228，973 I 0.4 



















〔第4表-Bl 第2次防期間中の防衛5部門生産高と機械工業生産高 (単位 1田万円〉
項ー一目~一一~一年一一度一↓1 計
防衛5部門生産剛)1 85.2891 99吋 1仰 π|即封印04 485，331 
機械工業生産高倒|い4ω叩，3釘m7 2D目1 I 
AfB・%_1 1.9~ 1 2~ 1 1.92 1 1.43 1 1臼 1.76


















経済発展における軍需生産の役割についτ (435) 13 
〔第 5表〕 国民総生産にしめる防衛関係費(予算〕の比率 (単位億円〉
年度| 国民総生産 防衛関係費 D/A ・% | 各防防衛衛関計係画別費
19日 39，467 1，313 3.33 
1951 54，368 1，266 2.33 
1952 62.368 1，826 2.93 
1953 73，437 1，255 1.71 
1954 78，347 1，350 1.72 
1955 87，85日 1.349 1.54 
1956 98，924 1，429 1.44 
1957 112，065 1，436 1.28 
1958 115，182 1，484 1.29 
次防 1959 133，772 1，557 1.16 
1960 160，469 1，600 1.00 
I 1拙 i 193，077 1，835 0.95 
1962 211，897 2，138 1.01 
1963 247，262 2，475 1.00 
次 1964 284，071 2，808 0.99 
防 1965 313，448 
3、054 0.97 
1966 366，614 3，451 0.94 
1967 118，015 3，870_ 0.86 
1968 527，882 4，218 0.80 
次 1969 624，333 4，949 0.79 
防 1970 732，100 5，904 0.81 





































いのは このためでら五 「軍隊の編成や戦闘法の全体， し玄がってまた勝世は，物質的な.つ
まり経済的な諸条件に，すなわち，人的材料と兵器材料に，したがづて住民の質および量と技術
止にz依存しているoJ (エソゲルス「反デt リソグ論Jo邦訳「マルクスコエンゲノレス全集]
第四巻， 177ベー ジヲ近代的『器だけが， 勝敗を決するものでないことは， インドシナにおける
戦争が証明している。

















































































21) JleHHH， Co吃， l3，瓦 4-e，T. 25， CTp. 51. 
22) T a.M :JfCe，口'p.52


























;3) わが圃白諸見解につい亡は，守屋典郎「恐慌と軍事担済J1953年. 190-196ベ ジ参照ら





















































28) CTpyMHJlHH， Co弘 T.4， crp. 82. CM ‘BonpOCbI 9KOHOMHKH "， NO. 11， 1954 
29) グロ}モフの冊成による。 rpOMOBJT. M.， 8Jl即日間 M即附ap回叫削副OHOMHKH田 80叩w
旧BO，l;ctBO 0611おCTBeHHoro KanHTaJla 1 HaU;HOHaJlbH旧敵ぇOXO，l; B KIUII'C no，n;，. pC，!IaKI.UICfi Co 
I<OJJOBa n. B.， BoeflHo-z必OHO.MU吃eClCue60npOCbi 8 Ky pce nOAUm8K.OHO.MUU， 1968. CTp. 70-
92 




第 I 部門~ _ • . 1-7200 
lIb 800c+ 200v十 200m=12日OJ
(IIa 2000c十500v+ 500m = 3000， 
第E部門i_. . 1-3600 
l IIb 400c十lOOv+ 100m二 600J
(1) Iaの 4000cと Ibの 800cは， それぞれ Iaおよび Ibで使われた生
産千段の補填にむけられる。







IIaの生産物 (2000c+ 500v + 50伽ゅは，労働者(賃金〕と資本家〔剰余価値)
により購入される。
しかしながら，賃金と剰余価値から，国家は， 600を税金の形で徴収したの
で IIaの生産物を購入するため， 労働者と資本家のて色とにあるのは，Ia 
(100Ov+ 100m) +Ib(200v+200m) +IIa (50Ov十500m)+ IIb (100v十100m)-






(1) Ia(v+叩)=Ib(v十郎)=IIac+ IIbc 
22 (444) 第四9巻第4・5.6号
1 a 4000c十1000v+10011・ Ib800c+20Qc+20Qm 
必













lIb 2000c+ 400v+ 400描」
r IIa 1500c十750v十750m寸






lIb (2000c十250mc)ト(40Qv.150mv).1 100m 
r IIa (l50Oc+100mc)+(750v+50mv)+600m 
第E部門i
l IIb (50Oc+5肋nc)+ (100り+1伽匁む)+40m
(mc， mvは，追加不変資本，可変資本に転化された m 部分〕
経済発展における軍需生産の役割について (445) ~3 
(1) Ia 4000c+ Ib 2000cは，第I部門の生産手段の補填にむけられる。第








両部門の v-Im の合計45C日の 15.6%になる。
IIaの生産物 (1500c+ 750v + 750m)は，両部門の労働者により購入される














第 I部門i_ _ 1-9750 
'Ib 2250c十 450v+450m~ 
(IIa 1600c+自OOv十800ntl





la(v+m) 1 Ib(v I m) ~lIac IdIac 1 JII品、卜IIbc十dIbc十dIIbc
(2) Ia(c+v+m)+Ib(c+v+岬 )>Iac+Ibc十!Iα，+IIbc
あるいは
Ia(c十U十刑)+Ib(c+v十m)~Iac+ dlac+ Ibc+ dlbc+ IIac+ dIIac 
+ 1 bc+ JII bc 
(3) IIa(c+り+m)<Ia(v十m)+Ib(v+m) + IIa(v+m)+ IIb(v+m) 
あるいは'
IIa(c十v+m)~ Cla(v+m) + Ib(v+m)+ !Ia(v十m)十IIb(v十刑)J
[ー.:11ac +.:11 bc十.:IIIac+dIIbc+IIb(c+v+明)J
(3)は，最終消費民需生産物は，最終軍需品にむけられる生産物の価値および
不変資本の蓄積の大きさだけ，労働者と資本家の総所得よりす〈ないことをし
めしている。
このことは，軍需生産が拡大するにつれて，資本主義再生産の才盾が拡大す
ることをあらわしている。軍事技術の発展のもとで，軍需生虚は，あらゆる部
門とかかわりをもつようになり，部門間，企業聞の複雑な相互関係をもたらし，
生産の社会的性格と占有の私的形態のあいだの矛盾をいっそうふかめる。この
ζ とは，軍需生産の再生産過程における位置づιT，国民経済の発展に式こいする
影響が，複雑であることをしめしている。この問題については，あらためてふ
れることにしたい。
